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解雇予告通知書
当社就業規則第32条第4項の定めにより、令和8年12月31日付をもって貴殿を解雇することを、ここに予告いたします。
つきましては、下記の解雇理由をご確認いただくとともに、令和8年12月10日までに、社員証、社章、社用パソコン、業務関連資料一式をはじめとする貸与品全ての返却、ならびに退職手続きを完了していただきますようお願い申し上げます。
なお、解雇予告日である本日から解雇日である12月31日までの期間につきましては、給与規程第21条の定めにより、平均賃金の6割に相当する休業手当を支給いたします。この期間中、貴殿の出社は不要とし、貸与品の返却等については、総務部人事課の指示に従い、適宜対応いただければ結構です。
退職金につきましては、退職金規程第8条に基づき算定のうえ、上記給与相当額とあわせて、経理部より令和9年1月25日に、貴殿の給与振込指定口座宛てにお支払いいたします。
本通知に関してご不明な点、あるいはご意見等がございましたら、令和8年12月5日までに、総務部人事課（内線1890）まで書面にてお申し出ください。
記
1．就業規則第32条第4項（就業規則第15条第3項に定める機密保持義務の重大な違反）
貴殿は、令和8年10月中旬、業務上知り得た当社の新製品開発に関わる技術情報および取引先の未公開契約情報を、私的なSNSアカウントおよび第三者に対して漏洩したことが、社内調査により確認されました。当該行為は、入社時に貴殿がご署名いただいた「機密保持誓約書」および就業規則第15条第3項に明確に違反するものであり、また当社および取引先に対して看過し難い信用上・営業上の重大な損害を及ぼす行為であると判断いたしました。

2．情状酌量の余地について
社内調査の過程において、貴殿からの弁明の機会も設けましたが、当該漏洩行為が意図的かつ複数回にわたり行われていたことが確認されており、就業規則第32条第4項に定める重大な服務規律違反に該当するものと、懲戒委員会において慎重な審議のうえ判断するに至りました。
以上

※ご注意
解雇通知書・解雇予告通知書は、労働契約法や労働基準法などの法令との関係が深く、解雇理由や手続きには法的要件があります。実際に使用する際は、社会保険労務士や弁護士などの専門家へ確認したうえで作成・交付するようにしてください。
